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資料１－２ 



我が国のエネルギー政策の変遷 
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「エネルギー基本計画」について 
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現行のエネルギー基本計画（2010年6月閣議決定） 
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2030年のエネルギー供給見通し【2010年6月8日総合部会・基本計画委員会合同会合配布資料】 
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エネルギー政策を取り巻く動き 
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総合部会第１回会合資料 



エネルギー政策を取り巻く動き 
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総合エネルギー調査会の組織の見直し（平成２５年７月１日施行） 

エネルギー基本計画の検討の場の経緯 

東日本大震災及び原発事故を受けて、現行のエネルギー基本計画（平成２２年６月
閣議決定）を白紙から見直すこととして、新しいエネルギー基本計画の策定に向け、
これまで総合資源エネルギー調査会総合部会基本問題委員会において議論 

（平成２３年１０月～平成２４年１１月：３３回開催） 

エネルギーの安定供給、エネルギーコスト低減の観点も含め、責任あるエネルギー
政策を構築するため、基本問題委員会の親部会である総合部会において検討 

（平成２５年３月～平成２５年６月：４回開催） 

経済産業省の審議会のうち、産業構造審議会、総合資源エネルギー調査会、中小企業政策
審議会の３審議会について、組織を見直し、従来、分科会、部会、小委員会、ワーキンググ
ループと非常に重層的になっていたところを本体と分科会、それから小委員会という形で、か
なり簡略な形にした結果、「総合部会」という名前も、７月１日の政令改正の施行により「基本
政策分科会」に変更 



8 

分科会長  三村  明夫   新日鐵住金（株）相談役 

委    員  秋元  圭吾  （公財）地球環境産業技術研究機構ｼｽﾃﾑ研究ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ 

      植田  和弘   京都大学大学院経済学研究科教授・研究科長 

      柏木  孝夫   東京工業大学特命教授 

      橘川  武郎   一橋大学大学院商学研究科教授 

      崎田  裕子   ジャーナリスト・環境カウンセラー 

              ＮＰＯ法人持続可能な社会をつくる元気ネット理事長 

      志賀  俊之   日産自動車(株)代表取締役最高執行責任者 

      辰巳  菊子  (公社)日本消費生活アドバイザー・コンサルタント協会常任顧問 

      寺島  実郎  （一財）日本総合研究所理事長 

      豊田  正和  （一財）日本エネルギー経済研究所理事長 

      中上  英俊  （株）住環境計画研究所代表取締役会長 

      西川  一誠   福井県知事 

      増田  寛也    野村総合研究所顧問、東京大学公共政策大学院客員教授 

      松村  敏弘   東京大学社会科学研究所教授 

      山名   元    京都大学原子炉実験所教授                                                                                                                                                                                               
（計 １５名） 

総合資源エネルギー調査会基本政策分科会  委員名簿 
総合部会から移行 



9 

第１回（平成２５年３月１５日）：エネルギー基本計画の検討について  

総合資源エネルギー調査会での議論の内容（平成２５年３月以降） 

第２回（平成２５年４月２３日：エネルギーの生産・調達段階における主要論点等  
                  （１）化石燃料調達をめぐる環境変化  
                  （２）高効率火力発電の導入推進  
                  （３）原子力政策をめぐる最近の動向  

第３回（平成２５年５月２０日）：エネルギーの流通段階における主要論点等  
                   （１）電力システム改革とその効果  
                   （２）ガス事業に関する現状と課題  
                   （３）国内の石油・石油ガスのサプライチェーンについて  

第４回（平成２５年６月２７日）：エネルギーの生産（調達）・消費段階における主要論点等  
                   （１）再生可能エネルギーの拡大  

                （２）省エネルギー・節電の推進（産業・民生・運輸）  
            （３）ディマンドリスポンスを含めた需要者のエネルギー管理へ 
               の参加及びスマートコミュニティ  

                   （４）燃料電池の利用拡大等による水素エネルギーの可能性  
                   （５）コージェネレーションの導入による分散型エネルギーの推進 

○総合部会での検討  

第１回（平成２５年７月２４日）：エネルギー需要家からのヒアリング 

○基本政策分科会での検討  

第２回（平成２５年８月２７日）：エネルギー政策の基本的視点（３E + S）に関する最近の状況 



「多様な供給体制とスマートな消費行動を持つエ
ネルギー最先進国」へのアクションプラン 
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総合部会第１回会合資料 

（産業競争力会議での茂木
大臣説明資料） 
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エネルギー基本計画の検討に当たっての背景と論点 
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総合部会第４回会合資料 
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   （参考） 新しいエネルギー基本計画の策定に向けたご意見を募集します 
http://www.enecho.meti.go.jp/info/committee/sougoubukai/ikenbosyu.htm 

（※基本政策分科会においても同様です。） 

  
 経済産業省資源エネルギー庁では、東日本大震災及び原発事故を受けて、現行のエネルギー基本計画（平成２２年６月
閣議決定）を白紙から見直すこととして、新しいエネルギー基本計画の策定に向け、これまで総合資源エネルギー調査会
総合部会基本問題委員会において議論を行ってまいりました。  このたび、エネルギーの安定供給、エネルギーコスト低
減の観点も含め、責任あるエネルギー政策を構築するため、基本問題委員会の親部会である総合部会において検討を行
うことといたしました。 
 エネルギーは国民生活の安定向上並びに国民経済の維持及び発展に欠くことのできないものであるとともに、その利用
は地域及び地球の環境に大きな影響を及ぼします。 
 このため、エネルギーの需給に関する施策の長期的、総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な計画であるエネ
ルギー基本計画の検討には、できる限り幅広い国民の皆様からのご意見を反映させていただきたいと考えており、引き続
き、ご意見を募集することといたしました。 
 いただいたご意見は、総合部会にも随時、報告を行い、議論の参考にさせていただきます。しかし、いただいたご意見の
個々に回答はいたしかねますので、御了承願います。 
 なお、現行のエネルギー基本計画及び総合部会での配付資料等は、以下のホームページのアドレスでご覧いただけま
す。 
  
・現行の基本計画： 
http://www.enecho.meti.go.jp/topics/kihonkeikaku/100618honbun.pdf 
  
・総合部会の議事要旨、議事録、配布資料： 
http://www.meti.go.jp/committee/gizi_8/2.html 
  
・基本問題委員会の議事要旨、議事録、配布資料 
http://www.enecho.meti.go.jp/info/committee/kihonmondai/index.htm 
総合部会の開催日程は、事前に経済産業省ホームページで公表いたします。 
皆様からの忌憚のない御意見をお待ちしております。 

http://www.enecho.meti.go.jp/topics/kihonkeikaku/100618honbun.pdf
http://www.meti.go.jp/committee/gizi_8/2.html
http://www.enecho.meti.go.jp/info/committee/kihonmondai/index.htm

